
平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

当社グループは事業基盤拡大に向けて取り組んでおり、2022年12月期

には総資産が1兆円を超えました。また、親会社の所有者に帰属する当期利

益は126億円と2018年3月にIFRSに移行してからでは最高となりました。

今後は既存事業のシナジーと各事業が持っている本来の成長ポテンシャル

の追求により、利益を伴った成長を加速していきたいと考えております。

持続的な成長に向けて、今後も役職員一丸となって取り組んでいきますの

で、より一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2023年4月

取締役および監査役

代表取締役副社長　執行役員
千葉  信育
日本および海外の銀行、各種金融
機関で30年以上の経歴

取締役会長　執行役員
金丸  眞明
日本の金融機関で代表取締役と
しての豊富な経験と幅広い見識

常務取締役　執行役員
熱田 龍一
日本および外資系金融機関で30年
以上の経歴

常務取締役　執行役員
足立　伸
日本の財務省に26年間勤務

ごあいさつ

代表取締役社長　最高執行役員　藤 澤 信 義代表取締役社長　最高執行役員　藤 澤 信 義

常務取締役　執行役員
泉　信彦
上場会社の代表取締役社長など
役員としての豊富な経験と見識

社外取締役
畑谷　剛
日本の金融機関で
30年以上の経歴、
取締役などを歴任

社外取締役
名取  俊也
最高検察庁検事および
上場会社の社外役員な
どを歴任

社外取締役
福田　進
国税庁長官、内閣官房
副長官補などの要職を
歴任

社外取締役
干場  謹二
警察庁における要職を歴
任した豊富な経験と危機
管理に関する幅広い見識

常勤社外監査役
山根  秀樹
日本の金融機関で
35年以上の経歴、
監査役などを歴任

社外監査役
小島  高明
1971年に外務省に
入省し、要職を歴任

社外監査役
植田　統
企業法務全般に精通す
る弁護士としての専門
的な知識と幅広い経験

社外監査役
猪狩　稔
税務当局の要職を歴任した
ほか税理士としての幅広い
業務経験と専門的知識



グループ主要各社紹介

東京証券取引所（証券コード：8508）
ホールディング業務

金融事業
・日本金融事業
・韓国及びモンゴル金融事業
・東南アジア金融事業

投資事業・その他の事業

銀行業務（韓国）銀行業務（韓国）

債権回収業務（韓国） 金融業務（モンゴル）

保証業務 債権回収業務

証券業務 クレジット・信販業務

システム開発、
コンピュータの運用・管理業務

銀行業務
（インドネシア）

債権回収業務
（インドネシア）

銀行業務
（カンボジア）

債権回収業務
（インドネシア）

連結営業収益構成比  （2022年12月期）

日本金融事業 韓国及びモンゴル金融事業

不動産事業、投資事業、その他の事業東南アジア金融事業

日本金融事業
14%

投資事業・その他の事業
4%

東南アジア
金融事業
35%

韓国及びモンゴル
金融事業
47%

不動産事業

不動産事業

不動産事業

連結営業収益

824億円

投資業務
（シンガポール）

投資業務
（シンガポール）

　　　　　　　　信販業務



積極的なM&Aの推進などによりアジアにおける総合金融事業を拡大

カンボジア
2019
現Jトラストロイヤル銀行取得
経済成長著しいカンボジア王国にお
ける銀行業務へ参入。

シンガポール
2013
J TRUST ASIA設立
東南アジアでの事業展開の推進を
目指し、シンガポールに投資拠点を
設立。

インドネシア
2014
現Bank J Trust Indonesia（Jトラスト銀行インドネシア）取得
経営破たんした商業銀行の株式99.0％を取得し、インドネシアで銀行業に参入。

2015
J TRUST INVESTMENTS INDONESIA設立  
日本・韓国で培ったノウハウを活かし、インドネシアにおいてサービサー市場に
進出。

2020
TURNAROUND ASSET INDONESIA設立 
韓国系金融機関からの不良債権の買取・回収や債権回収受託などに注力。

 

韓国
2011
ネオラインクレジット取得
韓国への本格的な進出の第一歩と
して、金融事業会社を買収。

2014
現TA資産管理を取得
サービサー事業に進出。

2015
スタンダードチャータードから
現JT貯蓄銀行を取得

2022
Nexus Bankの子会社化により
JT親愛貯蓄銀行が傘下に戻る

1977 大阪市南区（現 中央区）にて設立

1998 大阪証券取引所市場第二部に上場

2005 全国保証㈱が当社普通株式12,600千株（第三者割当及び公開買付）を取得し、当社の親会社となる

2008 現当社代表取締役社長の藤澤信義が全国保証㈱より当社普通株式14,010千株（公開買付）を取得し、当社
の筆頭株主となる

2009 商号をＪトラスト㈱に変更するとともに、大阪市中央区北浜へ本店移転

2010 当社の信用保証業務に関する事業を吸収分割の方式により、Ｊトラストフィナンシャルサービス㈱（現　㈱日本保
証）に承継。ホールディング業務に特化

2011 東京都港区に本店移転

2013 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所市場第二部に上場

2022 エイチ・エス証券㈱（現　Jトラストグローバル証券㈱）の発行済株式の全てを取得
     東京証券取引所による市場区分の見直しに伴い、スタンダード市場に移行

2023 当社を吸収合併存続会社、㈱ミライノベートを吸収合併消滅会社とする吸収合併を実施
     東京都渋谷区に本店移転
 当社を吸収合併存続会社、Nexus Bank㈱を吸収合併消滅会社とする吸収合併を実施

Jトラストグループ　会社沿革

モンゴル
2018
現J Trust Credit NBFI取得
金融市場の成長を事業機会と捉
え、モンゴルの金融市場に参入。



信用保証業務
日本保証は、金融機関が取扱う投資用不動産担保ローンやリ
バースモーゲージローンなどの保証をおこなっています。また、融
資型クラウドファンディングにおける債務保証や不動産クラウド
ファンディングにおける不動産買取保証をおこなっています。

債権買取回収業務
パルティール債権回収は、不動産担保貸付債権ならびに無担保
貸付債権の買取処理もしくは管理回収業務の受託を最も得意
とするスペシャルサービサーです。

クレジット・信販業務
Nexus Cardは、クレジットカードの販売・管理および割賦販売
のあっせんなどをおこなっています。
また、MIRAIは、エステティックサロンや医療機関向けの割賦販
売のあっせんなどをおこなっています。

証券業務
Jトラストグローバル証券は、国内外の株式・債券・投資信託を幅
広く扱うほか、投資銀行業務も有する総合証券会社。また、東京
証券取引所が公表している主幹事候補証券のうちの1社です。

日本金融事業

銀行業務
JT親愛貯蓄銀行は個人向けローンに、
JT貯蓄銀行は中小企業向けローンに強
みを持つ貯蓄銀行です。

金融業務
モンゴルにおいてはJトラストクレジット
NBFIが金融業務をおこなっています。

債権買取回収業務
韓国においてはTA資産管理が、債権の
買取回収業務をおこなっています。

韓国及びモンゴル金融事業

債権買取回収業務
JトラストインベストメンツインドネシアとTAアセットインドネシ
アが債権の買取回収業務をおこなっています。

銀行業務
Jトラスト銀行インドネシアは、ジャカルタに本店を置く商業銀行です。
また、Jトラストロイヤル銀行は、カンボジアのプノンペンに本店を
置く商業銀行です。

東南アジア金融事業

発・企画・販売に加えて不動産特定共同事業法に基づくクラウ
ドファンディング事業などを展開しています。
ライブレントは、賃貸住宅の管理に強みを持つ不動産事業会社です。

Jグランドは、「J-ARC」ブランドの投資用レジデンスやIOTを搭
載した賃貸アパートなどの投資用不動産を仕入れから建築、販
売までワンストップで扱う不動産事業会社です。
グローベルスは、新築分譲マンションおよび新築分譲戸建の開

不動産事業

主要事業の内容

連結業績
（単位：百万円）

営業収益 営業利益 親会社の所有者に帰属する当期利益 負債および資本合計
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会社概要
商 号

本 社 所 在 地

Jトラスト株式会社
J Trust Co., Ltd.
〒150-6007 
東京都渋谷区恵比寿4-20-3
恵比寿ガーデンプレイスタワー7階
TEL／03-4330-9100（代表）

設 立
資 本 金
グループ会社数
グループ従業員数
決 算 期
事 業 内 容
上場取引所/コード

1977年3月
9,000万円
連結会社数　36社（当社含む）
連結　3,117名
12月
ホールディング業務
東京証券取引所/8508

（2023年6月現在）


